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平成25年度の財務諸表を作成しました 

〔貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書〕 

 

 

近年の長期的な不況の下で国・地方を問わず厳しい財政状況が続き、地方債等の長期

債務が増大する中で、現金の動きを中心とした現行財務会計制度の問題点として、資産

という概念が希薄で、負債と資産のバランスなども見えにくい点が指摘されるようにな

り、こうした不備を補完する資料として、バランスシートなどの企業会計的手法の活用

が注目されるようになりました。 

三鷹市においても、平成 12 年に総務省から示された「旧総務省方式」により財務諸表

を作成・公表してきましたが、平成 18 年には「地方公共団体における行政改革の更な

る推進のための指針」が示され、関連団体等も含めた連結財務諸表の整備が求められま

した。そのため、平成 21 年度決算から新たに「総務省方式改訂モデル」による財務諸

表４表（貸借対照表、純資産変動計算書、行政コスト計算書、資金収支計算書）を作成

しています（【図－１】）。 

これは、財務諸表４表それぞれについて、決算統計における普通会計をベースとした

「普通会計財務諸表」、これに５つの特別会計を加えた「三鷹市全体の財務諸表」、地方

自治法上、市が予算の執行に関する調査権等を有する外郭団体（土地開発公社、市が資

本金等の 1/2 以上を出資している法人・株式会社等）や一部事務組合を加えた「連結財

務諸表」の３パターンを作成するものです（【図－２】）。 
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資産 負債 経常行政コスト（Ａ）

市、連結団体所有の財産の内容と金額 【内訳】

【内訳】

　　道路、公園、学校、庁舎など 純資産 　物にかかるコスト

　投資等 　　物品購入、施設修繕費、減価償却費など

　　出資金、特定目的基金など 　移転支出的なコスト

　流動資産

経常収益（Ｂ）

純経常行政コスト（Ａ）－（Ｂ）

　期首（平成24年度末）資金残高 　期首（平成24年度末）純資産残高

　当期収支 　当期変動高

　【内訳】 　【内訳】

　　経常的収支 　　純経常行政コスト

　　公共資産整備収支 　　一般財源等

　　投資・財務的収支 　　その他

　期末（平成25年度末）資金残高 　期末（平成25年度末）純資産残高

市債や職員の退職金など、将来世代の負
担で返済する債務

　人にかかるコスト

　公共資産 　　職員の給与・退職手当など

　　行政サービスの利用に対する使用料や手数料など

現世代が既に負担して、支払いが済んで

いる正味財産

　　国民健康保険や生活保護費などの社会保障給付、

　　他団体への補助金など
　　現金預金、未収金など

　その他のコスト　　うち歳計現金
　　借入金の利子など

　資産合計 　負債・純資産合計

貸借対照表（バランスシート） 行政コスト計算書

純資産変動計算書資金収支計算書

【図－１】財務諸表４表の関係  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図－２】財務諸表の連結の範囲  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一般会計

連 結

国民健康保険事業特別会計

下水道事業特別会計

介護サービス事業特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

市全体

一般会計

普通会計

東京都市町村総合事務組合

東京都後期高齢者広域連合

ふじみ衛生組合

東京たま広域資源循環組合

一部事務組合等

三鷹市土地開発公社

地方三公社

(公財）三鷹市芸術文化振興財団

(公財)三鷹国際交流協会

(一財)三鷹市勤労者福祉サービスセンター

(社福)三鷹市社会福祉事業団

(株)まちづくり三鷹

第三セクター等
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借　　方 貸　　方

負　債

(地方債、退職手当引当金等)

純資産

(国庫支出金、都支出金、一般財源等)

資　産

(土地、建物、基金、現金等)

貸 方

（資金の調達先）
借 方

（資金の使途）

(1) 貸借対照表（バランスシート） 

ア 貸借対照表（バランスシート）とは 

貸借対照表とは、会計年度末において保有するすべての資産、負債等のストック

の状況を総括的に表示した報告書です。 

貸借対照表では、【図－３】のように、借方（左側）には資産、貸方（右側）には

負債と純資産が表示されます。負債と純資産は、行政活動に必要な資金がどこから

きたか（資金の調達）を、資産はその調達した資金を何に使ったか（資金の使途）

を表しています。 

そして、借方である資産（財産）合計と、貸方である負債・純資産（財源）合計

は、資産 = 負債＋純資産という関係にあり、必ず一致し釣り合う（バランスする）

ことから、バランスシートとも呼ばれます。 

なお、自治体の貸借対照表では民間企業における「資本」という概念がなく、「純

資産」と表現し、これまでの世代がすでに負担した金額を表しています。また、負

債は、これからの世代が今後負担していく金額を表しています。 

 

 

【図－３】貸借対照表の構造  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 貸借対照表の分析 

平成 25 年度の普通会計における貸借対照表では、資産の合計 2,428 億 9,625 万 6

千円のうち、94.6％が有形固定資産となっており、有形固定資産の内訳は、道路や

公園などの「生活インフラ・国土保全」が最も多く、有形固定資産全体の 50.0％、

次いで小中学校や体育館などの「教育」が 27.4％、庁舎、コミュニティ・センター、

芸術文化センターなどの「総務」が 15.9％となっています。また、負債の合計は 544

億 2,772 万 1 千円で、その大半が有形固定資産を取得する際の財源となった地方債

で占められています。 

市全体の貸借対照表を見てみると、普通会計と比較し、負債の増加率が資産の増

加率を上回っています（【図－５】）。これは、三鷹市が全国に先駆けて整備してきた

下水道のインフラ資産の建設など、普通会計以上に地方債を活用した資金調達を行

ってきたことによります。 
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連結貸借対照表では、固定負債である地方債のうち、土地開発公社の平成 25 年度

末の借入金残高が、83 億 5,725 万 2 千円（国の生活再建制度に基づく事業に係る借

入金を除く）で、負債総額の約 10.7％を占めています。土地開発公社の健全性の維

持と将来負担の低減は、今後の三鷹市の財政運営を考えるうえで非常に重要な課題

となっています。 

 

 

【図－４】平成 25 年度 貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図－５】貸借対照表の比較  

 

 

 

 

 

 

  

(単位：億円)

普通会計 市全体 連結 普通会計 市全体 連結

〔資産の部〕 〔負債の部〕

1 公共資産 1 固定負債

(1) 有形固定資産 2,298.3 2,510.3 2,690.2 (1) 地方債 380.8 490.5 600.8 

(2) 無形固定資産 0.0 0.0 0.9 (2) 長期未払金 11.5 11.5 12.1 

(3) 売却可能資産 2.7 2.7 2.7 (3) 退職手当引当金 88.5 88.5 91.3 

公共資産合計 2,301.0 2,513.0 2,693.8 (4) その他 0.2 0.2 1.8 

固定負債合計 481.0 590.7 706.0 

2 投資等

(1) 投資及び出資金 13.5 13.5 3.8 2 流動負債

(2) 基金等 50.3 55.4 67.2 (1) 翌年度償還予定地方債 44.5 51.0 51.9 

(3) 長期延滞債権 12.0 18.8 18.8 (2) 未払金 4.2 4.2 4.7 

(4) 回収不能見込額 △3.0 △5.1 △5.1 (3) 翌年度償還退職手当 9.3 9.3 9.3 

(5) その他 0.0 0.1 0.1 (4) 賞与引当金 5.3 5.6 5.7 

投資等合計 72.8 82.7 84.8 (5) その他 0.0 0.0 2.6 

流動負債合計 63.3 70.1 74.2 

3 流動資産

(1) 現金・預金 51.9 54.3 65.4 負債合計 544.3 660.8 780.2 

(2) 未収金 3.3 5.8 6.3 〔純資産の部〕

(3) その他 0.0 0.0 1.1 純資産合計 1,884.7 1,995.0 2,071.2 

流動資産合計 55.2 60.1 72.8 

資産合計 2,429.0 2,655.8 2,851.4 負債・純資産合計 2,429.0 2,655.8 2,851.4 

○バランスシート（普通会計・市全体・連結）　〔平成25年度〕
（平成26年3月31日現在）

借　　　方 貸　　　方

(単位:億円)

普通会計 A 市全体 B 倍率 B/A 連結　C 倍率　C/A

 資産合計 2,429.0 2,655.8 1.09倍 2,851.4 1.17倍

 負債合計 544.3 660.8 1.21倍 780.2 1.43倍

 純資産 1,884.7 1,995.0 1.06倍 2,071.2 1.10倍
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(2) 行政コスト計算書 

ア 行政コスト計算書とは 

貸借対照表が一定時点で保有する資産、負債などの状況を表示する報告書である

のに対し、行政コスト計算書では、当該年度に実施された資産形成につながらない

行政活動（人的サービスや給付サービスなど）にかかる費用（行政コスト）とその

財源となった対価（使用料・手数料等）を表示しています。 

行政コスト計算書は、「経常行政コスト」と「経常収益」から構成され、これらを

差引きしたものが「純経常行政コスト」となります。 

経常行政コストは、「人にかかるコスト（人件費等）」、「物にかかるコスト（物件

費・維持補修費等）」、「移転支出的なコスト（社会保障費・補助金等）」、「その他の

コスト」の４つの性質に分類されます。 

また、経常収益は、行政サービスの直接の対価として得られた財源のみを計上し、

使用料・手数料と分担金・負担金・寄附金に分けて表示しています。それぞれの項

目については、発生主義の考え方に基づき、１年間の調定額を計上しています。 

 

イ 行政コスト計算書の分析 

普通会計における平成 25 年度の状況では、「福祉」の割合が最も多くなっていま

す。貸借対照表における有形固定資産の割合は低い「福祉」ですが、生活保護費や

子ども手当の支給など、人的・給付サービス（移転支出的なコスト）の比重が大き

く、行政コストの面では高い割合を占めています。  

同様に、三鷹市全体の行政コスト計算書では、国民健康保険事業や介護保険事業

などの保険給付が加算されることにより、移転支出的なコストの増大が見られます

が、特別会計は「特定の歳入をもって特定の歳出にあてる」性格を持っているため、

使用料や保険料といった経常収益の割合も高くなっています。  

 

 

【図－６】平成 25 年度 行政コスト計算書  

 

 

 

 

 

 

 

  

(単位：億円)

生活インフラ

・国土保全
教育 福祉 環境衛生 総務 その他

人にかかるコスト 100.9    10.2     21.8     32.9     4.5      24.5     7.0      105.7    117.3    

物にかかるコスト 131.6    16.9     33.0     20.3     23.7     33.8     3.9      171.3    194.0    

移転支出的なコスト 323.3    33.0     12.1     239.2    8.0      8.0      23.0     543.6    701.5    

その他のコスト 7.6      0        0        0        0        0        7.6      15.1     40.8     

経常行政コスト　計 563.4    60.1     66.9     292.4    36.2     66.3     41.5     835.7    1,053.6  

使用料・手数料 13.8     0.5      0.5      5.0      3.6      1.9      2.3      13.8     15.8     

分担金・負担金・寄附金 8.0      0.2      0        3.1      0.2      0.2      4.3      94.4     200.8    

保険料 0        0        0        0        0        0        0        80.9     80.9     

事業収益 0        0        0        0        0        0        0        22.9     61.3     

その他サービス収入 0        0        0        0        0        0        0        2.4      8.9      

経常収益　計 21.8     0.7      0.5      8.1      3.8      2.1      6.6      214.4    367.7    

541.6    59.4     66.4     284.3    32.4     64.2     34.9     621.3    685.9    

連結普通会計

（差引）純経常行政コスト

市全体
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（単位：億円）

普通会計 市全体 連　結

期首純資産残高 1,866.2 1,979.4 2,060.5 

純経常行政コスト △ 541.6 △ 621.3 △ 685.9 

一般財源

地方税 347.0 347.0 347.0 

地方交付税 0.6 0.6 0.6 

その他行政コスト充当財源 37.9 26.1 31.9 

補助金等受入 164.5 253.1 310.1 

臨時損益

災害復旧事業費 0.0 0.0 0.0 

公共資産除売却損益 △ 1.8 △ 1.8 △ 1.8 

投資損失 0 0 0 

収益事業純損失 0 0 0 

損失補償履行確定額 0 0 0 

損失補償等引当金繰入等 0 0 0 

第三セクター等に対する出資金の増資 0 0 0 

勧奨退職による割増退職金 0 0 0 

資産評価替えによる変動額 11.9 11.9 11.8 

無償受贈資産受入 0 0 0 

その他 0 0 △ 3.0 

期末純資産残高 1,884.7 1,995.0 2,071.2 

(3) 純資産変動計算書 

ア 純資産変動計算書とは 

純資産変動計算書【図－７】は、貸借対照表（バランスシート）の純資産の部に

計上されている数値（資産から負債を差し引いた残余額）が、年度内にどのように

変動したか、どのような財源や要因で変動したかを示したものです。 

 

イ 純資産変動計算書の分析 

普通会計をみると、経常行政コストから直接の対価収入である経常収益を引いた

純経常行政コストが 541 億 6,395 万 8 千円であり、それに対して地方税など直接の

対価でない一般財源からの財源調達が 385 億 5,068 万 9 千円、国や東京都からの補

助金などが 164 億 5,227 万 6 千円ありました。さらに臨時損益や資産評価替えによ

る変動額の増減などにより、最終的な期末純資産残高は期首に比べ 18 億 4,723 万 6

千円の増となりました。 

この期末純資産の残高が年度当初から年度末に比べ増加していれば将来的な負担

が軽減されたことであり、逆に減少した場合は、将来的な負担が増大したことを示

します。 

 

【図－７】平成 25 年度 純資産変動計算書  
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（単位：億円）

普通会計 市全体 連　結

 経常的収支 78.3        88.6        130.6       

 支　出 495.7        765.4        1,000.8      

 収　入 574.0        854.0        1,131.4      

 公共資産整備収支 △13.7      △13.7      △35.2      

 支　出 70.7         76.4         116.8        

 収　入 57.0         62.7         81.6         

 投資・財務的収支 △63.7      △69.2      △87.2      

 支　出 65.7         72.6         91.3         

 収　入 2.0          3.4          4.1          

0.9         5.7         8.2         

13.6        17.0        26.6        

0           0           0           

14.5        22.7        34.8        

 当年度歳計現金増減額

 期首歳計現金残高

 期末歳計現金残高

 負担割合変更に伴う差額

(4) 資金収支計算書 

ア 資金収支計算書（キャッシュ・フロー）とは 

資金収支計算書（キャッシュ・フロー）【図－８】とは、一会計年度中における資

金の流れ（増加又は減少）を表示した計算書です。 

自治体では、従来からキャッシュ・フローを意識した単式簿記を採用しており、

既に「歳入歳出決算書」を作成することで、資金収支の増減を把握していますが、

さらにこの資金収支計算書を作成することにより、一定の活動区分における資金調

達の源泉とその使途が明確になります。 

資金収支計算書では、資金の流れについて、経常的に行われる地方公共団体の行

政活動にかかわる資金の流れを示す「経常的収支」、いわゆる公共事業に伴う収支

（資金の使途とその財源の状況）を示す「公共資産整備収支」、出資・貸付・基金の

積み立て、借入の返済などによる支出とその財源を示す「投資・財務的収支」の大

きく三つの区分で示しています。 

区分相互の関係は、「経常的収支」の部で生じた余剰で「公共資産整備収支」と

「投資・財務的収支」の部の収支不足を補てんする関係になっていて、例えば「経

常的収支」の部の余剰よりも「公共資産整備収支」と「投資・財務的収支」の部の

赤字額が大きい場合、期首にあった歳計現金が減少していることを示しています。 

 

イ 資金収支計算書の分析 

普通会計における平成 25 年度資金収支計算書では、公共資産整備収支の部と投

資・財務的収支の部の合計で 77 億 3,910 万 4 千円の赤字となっていますが、経常的

収支の部で 78 億 3,008 万 7 千円の黒字となっていることから、平成 25 年度の歳計

現金は 9,098 万 3 千円の増となり、期末の歳計現金残高は 14 億 5,038 万 8 千円にな

りました。 

 

【図－８】平成 25 年度 資金収支計算書  

 

 


